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新型コロナウイルス感染拡大にともなう 

日本語学校に対する緊急支援についてお願い 

現 状 

 

世界的脅威である新型コロナウイルス感染症が外国人留学生を抱える教育機

関に与える影響は甚大であります。日本語学校の収入は、全額学生納付金に頼っ

た経営であり、学校法人立の日本語学校（専門学校、各種学校）、その他法人立

日本語学校とも経営状態が逼迫してきており、存亡の危機にさらされています。 

日本語学校全体の教育基盤が失われることは、1年後、2年後の高等教育機関

（大学、専門学校等）への入学者の大幅な減少を招き、将来の外国人労働者の減

少につながる事態であり、早急な支援が急務であります。 

 

 

要 望 

１．正規教員・職員の雇用確保のための緊急の支援 

  日本語学校の教育リソースを守るため、正規教員・職員の雇用確保を最優先

とした緊急的な財政支援をお願いいたします。 

 

２．非常勤講師の生活支援のための緊急の措置 

  授業時間数の減少に伴い、非常勤講師は、大変苦しい状況に追い込まれるこ

とが予想されます。非常勤講師の生活支援のための財政措置をお願いいたし

ます 

 

３．出入国在留管理法の弾力的な措置 

出入国在留管理法で求められている各規則（授業管理上の規定・各種申請事

務期間に係る規定）などの弾力的措置をお願いいたします。 

 


